部局長とＰＴの議論資料
【出　資　法　人】

	項目名
	文化振興財団運営事業費（財団法人大阪府文化振興財団）

	部局の考え方
	　[改革ＰＴ試案] 
· 自立化（２０年度）

・法人への補助金を廃止し、自立化を図る
目　　　的

　府民の多様化、高度化する音楽ニーズに応え、質の高い音楽鑑賞機会を提供する
とともに、「人が集い、文化が花ひらく大阪」の文化的シンボルとしての役割を果たす。　

· 府民に親しまれ、府民の「誇り」となるオーケストラを目指す。

· 芸術性の高い、我が国有数のオーケストラを目指す。

· 青少年育成などを通じ、音楽を育む土壌を醸成し裾野を広げる。
実　　　績
· 創設以来の公演回数は、1,400回を超え、入場者数は、延べ103万3千人に達し、クラシック音楽の裾野を広げている。
· 年間公演回数は、自主公演・依頼公演ともに年々増加し、１９年度においては、１１４回と過去最高となっている。
· シンフォニーホールでの定期演奏会の平均入場者数も年々増加し、１９年度で、1,423名（定員1,704名）となり、演奏内容も高く評価されている。

· 府創設の楽団として独自の社会貢献事業や青少年育成のための事業を積極的に展開しており、小学生等が楽員とともに楽器を体感できる「タッチ・ジ・オーケストラ」や府内支援学校児童・生徒を招待したコンサートなどの社会貢献事業を実施している。

· また、（財）関西テレビ青少年育成事業団との共催で「ユース・オーケストラ」
（中学生から２９歳の青少年約９０名で構成）を立ち上げ、音楽を通じた積極性・協調性を育む事業を展開している。
· 人件費の削減や依頼公演の増加による増収策を図るなど経営改革を進めてきたことにより、総収入に占める府の補助金の割合は、１４年度の６７％から１９年度は５１％（見込み）にまで低下している。

補助継続の必要性
· 大阪府センチュリー交響楽団は、これまで築き上げてきた大切な府有財産・芸術的財産であり、大阪府の文化力の象徴である。大阪府文化振興財団への補助金を
廃止すると同楽団は存続することができない。

· 本来、オーケストラは、入場料収入だけで自立できるものではなく地方公共団体、民間等の支援が必要である。より一層の経営改善を行うとともに、補助金削減
に努め、民間支援の獲得を進め、府からの補助金を継続する。
· 大阪府が支援することで、社会貢献事業、特に音楽を通じた次世代育成に積極的に関わることができる。

	参考データ等
	別添「センチュリー関係データ」
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